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チ ェー ン製造及 び維持 コス トの増大、組 立工程 数の増加 、組み 立て精度 の低下 、駆 動時の エネルギー
損 失の増 大 及 び部 品設 置 スペー スの制 限 、嚙合 チ ェー ンの捩 れ 、外歯 プ レー トに対 す る連 結 ピンの抜
け、内歯 プ レー トに対す る ブシュの抜 け、及び外歯 プ レー トに対す る連結 ピンの傾斜 を回避 し、 しか も
チ ェ一 ン耐久性 の低 下や外歯 プ レー ト等 の ガタツキ を回避す る嚙合 チ X — ンュ ニ ッ トを提供す る こと。
—対の嚙合 チ ヱ一 ン （1 1 1 、 1 1 1 ) が 、チ ヱ一 ン剛直化部分 （1 1 O G ) の連結 ピン投影領域 （R
1 ) 、 フ ック状 内歯 プ レ一 ト投影領域及 び フ ック状外歯 プ レ一 ト投影領域 すなわ ち相隣接 した フ ック状
内歯 プ レー ト （1 1 1 A ) 及 び フ ック状外歯 プ レー ト （1 1 1 B ) で形成 され る プ レー ト投影領域 （R
2 ) か らな るチ ェー ン剛直化部 分投影領域 （R G ) に正方形 （S Q ) を描 けるよ うに形成 され ている嚙
合チ ェ一 ンュニ ッ ト （1 1 0 ) 。



明 細 書

発明の名称 ：嚙合チェーンュニット

技術分野

[0001 ] 本発明は、各種製造分野の製造設備、運輸分野の移送設備、医療福祉分野

の介護設備、芸術分野の舞台設備などに用いて被駆動体を設置面に対 して進

退動させる駆動装置に組み込まれる嚙合チェーンュニッ卜に関するものであ

る。

背景技術

[0002] 従来、駆動装置に組み込まれる嚙合チェ一ンとしては、複数の内リンクュ

ニットを並列に配置 したもの （例えば、特許文献 1参照。）がある。

また、相互に嚙み合つて一体の剛体となる嚙合チェ一ンの列数ゃサィズを

変更してチェーン全体の強度を変更する場合もある。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 9 - 3 8 7 2 号公報 （段落 [ 0 0 1 9 ] 、図 4 参

照。）

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] しかしながら、嚙合チェーンの列数を増やしたりチェーンサイズを増大さ

せたりして嚙合チェーンの座屈強度やチェーン強度を高めた場合、嚙合チェ

—ンの部品点数を増大させてしまうため、チェーン製造コス トの増大、チェ

—ン組立工程数の増加、及びチェーン組み立て精度の低下を生じさせてしま

うとともにチェーン重量の増大に応 じて嚙合チェーンの駆動力を増大させて

嚙合チェ一ン駆動時にエネルギー損失を増大させてしまうという問題点があ

つた。

また、チェーン重量の増大に応 じて嚙合チェーンの駆動力を増大させるた

めに駆動モータを大型化 した場合、駆動モータの設置スペースを増大させて



しまうため、嚙合チェーンを設けた駆動装置を大型化させて駆動装置内の他

の部品設置スペースに制限を生じさせてしまうという問題点があった。

[0005] また、嚙合チェーンを複数列設けた場合、列数の増大に伴って内歯プレー

卜同士及び外歯プレー卜同士の嚙み合い箇所を増加させてしまうため、複数

の嚙み合い箇所で内歯プレー卜同士及び外歯プレー卜同士に作用する力に偏

りを生じさせて嚙合チェーンに捩れを生じさせてしまうという問題点があつ

た。

また、チェーン長手方向に相前後して設けられた連結ピンのピン間隔を広

げて嚙合チェーンの座屈強度を高めようとした場合、嚙合チェーンの捩れに

応じてプシュや外歯プレー卜に対する連結ピンの圧入部に力を作用させてし

まうため、プシュゃ連結ピンを内歯プレート及び外歯プレー卜に対して傾斜

させてしまうとともに連結ピンが外歯プレー卜との圧入嵌合部から抜けたり

、プシュが内歯プレー卜との圧入嵌合部から抜けたりしてしまうという不具

合を生じさせてしまうという問題点があつた。

また、嚙合チェーンを複数列を設けた状態で相互に隣り合うチェーン列同

士の間に中間歯プレー卜を配置した場合、プレー卜の公差やチェーンの組み

立て誤差に起因して外歯プレー卜より中間歯プレー卜のサイズが長くなる場

合があるため、中間歯プレー卜を支点としてその両側の外歯プレー卜及び内

歯プレー卜にガタツキを生じさせてしまうという問題点があった。

[0006] また、嚙合チェ一ンを並列に複数連結した場合、嚙合チェ一ンを構成する

内歯プレート間に設けられたプシュまたはローラと駆動用スプロケッ卜との

接触応力に応じた嚙合チェ一ン全体の推力を嚙合チェーンの列数に応じて2

倍、 3 倍と整数倍で増大させてしまうため、例えば、一列の嚙合チェーンに

作用する推力の 1 . 5 倍の推力をチェーン全体で必要とする場合であっても

嚙合チェ一ンを2 列連結してチェ一ン駆動に必要な推力以上の推力を嚙合チ

ェ一ンに作用させることになり、嚙合チェーンの部品点数を余分に増加させ

て部品コストを増大させてしまうという問題点があつた。

また、嚙合チェーンの列数をチェーン幅方向に増やして嚙合チェーンの座



屈 を回避 した場合、嚙合チェー ンの列間に中間歯 プ レー トを圧入 してチェ一

ン強度 を高めることになるため、上述 した必要以上の推力を嚙合チェー ンに

作用させて しまう場合 と同様 に、嚙合チェー ンの部品点数 を増加 させてチェ

— ンの部品コス トを増大させて しまうという問題点があ った。

また、単列の嚙合チェ一 ンに設 け られたプシュまたはプシュに揷入された

ローラと駆動用スプロケ ッ 卜との接触面積 を増大させないでプシュまたは口

—ラに作用させる駆動力を増大させて嚙合チェー ン全体のチェー ン推力を増

大させた場合、駆動用スプロケ ッ 卜のスプロケ ッ 卜歯 とプシュまた ローラと

の嚙合部分の面圧が増大するため、 プシュまたはローラを容易に摩耗 および

破損 させて嚙合チェー ンの耐久性 を低下させて しまうとともにプシュまたは

ローラの摩耗 に伴 って部品を交換する必要 を生 じさせて嚙合チェー ンの維持

コス トを増大させて しまうという問題点があ つた。

[0007] そこで、本発明が解決 しょうとする技術的課題、すなわち、本発明の 目的

は、部品点数増加等 に伴 うチ ェー ン製造 コス トの増大、 チ ェー ン維持 コス ト

の増大、チェー ン組立工程数の増加、チェー ン組み立て精度の低下、嚙合チ

エ ー ン駆動時のエネルギー損失の増大及び部品設置 スペ ー ス の制限を回避す

るとともに嚙合チェー ンの捩れ、外歯 プ レー 卜に対する連結 ピンの抜 け、 内

歯 プ レー 卜に対するプシュの抜 け、及び外歯 プ レー 卜に対する連結 ピンの傾

斜 を回避 し、 しかもチェー ン耐久性の低下や外歯 プ レー 卜及び内歯 プ レー 卜

のガタツキを回避する嚙合チェー ンを提供することである。

課題を解決するための手段

[0008] まず、本請求項 1 に係 る発明の嚙合チェ一 ンユニ ッ トは、相互 に離間配置

される左右一対のフック状 内歯 プ レー トに前後一対のプシュを圧入嵌合 して

なる内 リンクュニ ッ 卜と該内 リンクュニ ッ 卜の外側 に配置 されるフック状外

歯 プ レー 卜とを該 フック状外歯 プ レー 卜の前後一対の ピン孔 に圧入嵌合する

前後一対の連結 ピンによ りチェ一 ン長手方向に多数連結 した嚙合チェー ンが

相互 に対向 して一対配置 され、該一対の嚙合チェー ンが相互 に対向するフッ

ク状 内歯 プ レー 卜同士 と相互 に対向するフック状外歯 プ レー 卜同士 とをそれ



ぞれ嚙み合わせてチ ェー ン剛直化方向に一体化 した状態でチ ェー ン剛直化部

分 を形成 するとともにフック状 内歯 プ レー 卜同士 とフック状外歯 プ レー 卜同

士 とをそれぞれ嚙み外 して相互 に分岐 し、前記一対の嚙合チ ェー ンが、前記

チ ェー ン剛直化方向に直交するとともに前記連結 ピンの ピン軸 を含む仮想平

面 に前記チ ェー ン剛直化部分 を投影 した際 に前記チ ェー ン剛直化部分の連結

ピン投影領域、 フック状 内歯 プ レー 卜投影領域及び フック状外歯 プ レー 卜投

影領域 か らなるチ ェー ン剛直化部分投影領域 に正方形 を描 けるように形成 さ

れていることによ り、前述 した課題 を解決 したものである。

[0009] そ して、本請求項 2 に係 る発明は、請求項 1 に係 る嚙合チ ェー ンユニ ッ ト

において、前記 フック状 内歯 プ レ一 卜、前記 フック状外歯 プ レ一 卜及び前記

連結 ピンの少な くとも一つが、前記一対の嚙合チ ェー ンを相互 に嚙み合わせ

てチ ェー ン剛直化部分 を形成 する際 に前記一対の嚙合チ ェー ンを構成 する部

品間の遊び を無 くした状態 に弾性変形 することによ り、前述 した課題 をさ ら

に解決 したものである。

発明の効果

[001 0] 本発明の請求項 1 に係 る嚙合チ ェー ンユニ ッ トは、相互 に離 間配置 され る

左右一対の フック状 内歯 プ レー トに前後一対の プシュを圧入嵌合 してなる内

リンクュニ ッ 卜と該 内 リンクュニ ッ 卜の外側 に配置 され るフック状外歯 プ レ

— 卜とを該 フック状外歯 プ レー 卜の前後一対の ピン孔 に圧入嵌合する前後一

対の連結 ピンによ りチ ェ一 ン長手方向に多数連結 した嚙合チ ェ一 ンが相互 に

対向 して一対配置 され、該一対の嚙合チ ェー ンが相互 に対向するフック状 内

歯 プ レー 卜同士 と相互 に対向するフック状外歯 プ レー 卜同士 とをそれぞれ嚙

み合わせてチ ェー ン剛直化方向に一体化 した状態でチ ェー ン剛直化部分 を形

成 するとともにフック状 内歯 プ レー 卜同士 とフック状外歯 プ レー 卜同士 とを

それぞれ嚙み外 して相互 に分岐することによ り、嚙合チ ェー ンの剛直化 およ

び分岐動作 を行 うことがで きるばか りでな く、以下のような特有 の構成 に対

応 した格別の効果 を奏することがで きる。

[001 1] すなわち、本請求項 1 に係 る嚙合チ ェー ンユニ ッ トは、前記一対の嚙合チ



ェ一 ンが、前記チェー ン剛直化方向に直交するとともに前記連結 ピンの ピン

軸 を含む仮想平面 に前記チェー ン剛直化部分 を投影 した際に前記チェー ン剛

直化部分の連結 ピン投影領域、 フック状 内歯 プ レー 卜投影領域及び フック状

外歯 プ レー ト投影領域か らなるチェー ン剛直化部分投影領域 に正方形 を描 け

るように形成 されていることによ り、 フック状 内歯 プ レー 卜及び フック状外

歯 プ レー 卜のそれぞれのプ レー 卜に平行な面内方向に沿 ってチェー ン剛直化

部分の剛性 を確保する嚙合方向支持面 をフック状 内歯 プ レー 卜及び フック状

外歯 プ レー 卜で構成するとともに左右一対のフック状 内歯 プ レー 卜の対向方

向であるチェー ン幅方向に沿 ってチェー ン剛直化部分の剛性 を確保する幅方

向支持面 を連結 ピンで構成するため、嚙合チェ一ンを単列で構成 した状態で

フック状 内歯 プ レー 卜及び フック状外歯 プ レー 卜のそれぞれのプ レー 卜に平

行な面内方向及びチェー ン幅方向に沿 って等方的にチェー ン剛直化部分の剛

性 を確保 して部品点数増加等 に伴 うチェー ン製造 コス トの増大、チェー ン維

持 コス トの増大、チェー ン組立工程数の増加、チェー ン組み立て精度の低下

、嚙合チェー ン駆動時のエネルギー損失の増大及び部品設置 スペ ー ス の制限

を回避するとともに嚙合チェー ンの捩れ、外歯 プ レー 卜に対する連結 ピンの

抜 け、 内歯 プ レー トに対するプシュの抜 け、及び外歯 プ レー 卜に対する連結

ピンの傾斜 を回避 し、 しかもチェー ン耐久性の低下や外歯 プ レー 卜及び内歯

プ レー 卜のガタツキを回避することがで きる。

そ して、本請求項 2 に係 る嚙合チェー ンユニ ッ トは、請求項 1 に係 る嚙合

チェー ンユニ ッ トが奏する効果 に加えて、前記 フック状 内歯 プ レー ト、前記

フック状外歯 プ レー 卜及び前記連結 ピンの少な くとも一つが、前記一対の嚙

合チェー ンを相互 に嚙み合わせてチェー ン剛直化部分 を形成する際に前記一

対の嚙合チェ一 ンを構成する部品間の遊びを無 くした状態 に弾性変形するこ

とによ り、一対の嚙合チェー ンの嚙み合い動作時にフック状 内歯 プ レー 卜、

フック状外歯 プ レー 卜及び連結 ピンの少な くとも一つの弾性変形 に伴 って生

じる付勢力を作用させた状態でフック状 内歯 プ レー 卜同士及び フック状外歯

プ レー 卜同士を嚙み合せて一対の嚙合チェー ンを一体 に剛直化 させてチェ一



ン剛直化部分を形成するため、嚙合チェーンを単列で構成 した状態でチェ一

ン剛直化部分の剛性を高めて部品点数増加等に伴うチェーン製造コス トの増

大、チェーン維持コス トの増大、チェーン組立工程数の増加、チェーン組み

立て精度の低下、嚙合チェ一ン駆動時のエネルギー損失の増大及び部品設置

スペースの制限を回避するとともに嚙合チェーンの捩れ、外歯プレー 卜に対

する連結 ピンの抜け、内歯プレー トに対するプシュの抜け、及び外歯プレー

卜に対する連結 ピンの傾斜を回避 し、 しかもチェーン耐久性の低下や外歯プ

レ一 卜及び内歯プレー 卜のガタツキをより一層回避することができる。

図面の簡単な説明

[001 3] [ 図1]本発明に係る嚙合チェーンュニッ卜を組み込んだ嚙合チェーン式進退作

動装置の斜視図。

[ 図2] 図 1 に示 した嚙合チェーン式進退作動装置の一部斜視図。

[ 図3] 図 1 に示 した嚙合チェーン式進退作動装置の一部拡大図。

[ 図4A] 本発明に係る嚙合チェ一ンの分解斜視図。

[ 図4B] 本発明に係る嚙合チェ一ンユニットの斜視図。

[ 図5]本発明に係る嚙合チェーンュニッ卜を構成する嚙合チェーンの断面図。

[ 図6A] 本発明に係る嚙合チェーンュニッ卜のチェーン剛直化部分の図。

[ 図6B] 図 6 A に示す符号 6 B の箇所を拡大 した断面図。

[ 図6C]図 6 B に示す符号 6 C の箇所を示す図。

[ 図7] チェーン剛直化部分領域に描かれた正方形の説明図。

[ 図8] チェーン剛直化部分領域の一変形例に描かれた正方形の説明図。

[ 図9] チェーン剛直化部分領域の他の変形例に描かれた正方形の説明図。

[ 図10] チェーン剛直化部分領域の他の変形例に描かれた正方形の説明図。

発明を実施するための形態
[0014] 本発明の嚙合チェーンユニットは、相互に離間配置される左右一対のフッ

ク状内歯プレー 卜に前後一対のプシュを圧入嵌合 してなる内リンクュニッ卜

とこの内リンクュニッ卜の外側に配置されるフック状外歯プレー 卜とをこの

フック状外歯プレ一 卜の前後一対のピン孔に圧入嵌合する前後一対の連結 ピ



ンによ りチェー ン長手方向に多数連結 した嚙合チェー ンが相互 に対向 して一

対配置 され、 この一対の嚙合チェー ンが相互 に対向するフック状 内歯 プ レー

卜同士 と相互 に対向するフック状外歯 プ レー 卜同士 とをそれぞれ嚙み合わせ

てチェー ン剛直化方向に一体化 した状態でチェー ン剛直化部分 を形成すると

ともにフック状 内歯 プ レー 卜同士 とフック状外歯 プ レー 卜同士 とをそれぞれ

嚙み外 して相互 に分岐 し、一対の嚙合チェー ンが、チェー ン剛直化方向に直

交するとともに連結 ピンの ピン軸 を含む仮想平面 にチェ一 ン剛直化部分 を投

影 した際にチェ一 ン剛直化部分の連結 ピン投影領域、 フック状 内歯 プ レ一 卜

投影領域及び フック状外歯 プ レー ト投影領域か らなるチェー ン剛直化部分投

影領域 に正方形 を描 けるように形成 されていることによ り、嚙合チェー ンを

単列で構成 した状態でフック状 内歯 プ レー 卜及び フック状外歯 プ レー 卜のそ

れぞれのプ レー 卜に平行な面内方向及びチェー ン幅方向に沿 って等方的にチ

エー ン剛直化部分の剛性 を確保 して部品点数増加等 に伴 うチェー ン製造 コス

卜の増大、チェー ン維持 コス トの増大、チェー ン組立工程数の増加、チェ一

ン組み立て精度の低下、嚙合チェ一 ン駆動時のエネルギー損失の増大及び部

品設置スペースの制限を回避するとともに嚙合チェー ンの捩れ、外歯 プ レー

卜に対する連結 ピンの抜 け、 内歯 プ レー トに対するプシュの抜 け、及び外歯

プ レー 卜に対する連結 ピンの傾斜 を回避 し、 しかもチェー ン耐久性の低下や

外歯 プ レー 卜及び内歯 プ レー 卜のガタツキを回避するものであれば、 その具

体的な実施の態様 は、如何なるものであ つても何 ら構わない。

また、チェー ン剛直化部分投影領域 は、チェー ン剛直化部分の連結 ピン投

影領域、 フック状 内歯 プ レー 卜投影領域及び フック状外歯 プ レー 卜投影領域

か らなる井形の断面領域の うちチェー ン剛直化 に寄与する口形の断面領域 を

意味する。

また、本発明の嚙合チェー ンユニ ッ トにおける 「嚙合方向支持面」及び 「

幅方向支持面」は、チェー ン剛直化方向に直交するとともに連結 ピンの ピン

軸 を含む仮想平面でフック状 内プ レ一 卜、 フック状外歯 プ レ一 卜及び連結 ピ

ンを切 って形成 される仮想的なプ レー ト切断面及び ピン切断面 を意味すると



ともにそれぞれ連結 ピン投影領域 とフック状 内歯 プ レ一 卜投影領域及び フッ

ク状外歯 プ レー 卜投影領域 とを形成する。

また、本発明の嚙合チェー ンュニ ッ 卜は、一対の嚙合チェー ンを一体 に嚙

み合せた剛直位置 に設 け られた駆動用スプロケ ッ トによって駆動 されてもよ

い し、一対の嚙合チェー ンが相互 に分岐する分岐領域 に配置 された駆動用ス

プロケ ッ 卜によって駆動 されてもよい。

また、本発明の嚙合チェー ンュニ ッ 卜は、相互 に嚙み合 って剛直化する一

対の嚙合チェー ンの一方 に嚙み合 う駆動用スプロケ ッ 卜によって駆動 されて

もよい し、一対の嚙合チェー ンにそれぞれ嚙み合 う 2 つの駆動用スプロケ ッ

卜によって駆動 されてもよい。

また、本発明の嚙合チェ一 ンュニ ッ 卜を搭載 した嚙合チェ一 ン式進退作動

装置は、設置面が据 え置 き設置形態 となる床面であ っても、 吊 り下げ設置形

態 となる天井面であ っても進退動作 に何 ら支障はな く、 さ らには、 片持ち支

持形態 となる垂直壁面であ つても前述 した進退動作 に何 ら支障はない。

実施例

以下、本発明の一実施例である嚙合チェー ンュニ ッ 卜1 1 0 を図 1 乃至図

1 0 に基づいて説明する。

ここで、図 1 は、本発明に係 る嚙合チェー ンユニ ッ トを組み込んだ嚙合チ

ェ一 ン式進退作動装置の斜視図であ り、図 2 は、図 1 に示 した嚙合チェー ン

式進退作動装置の一部斜視図であ り、図 3 は、図 1 に示 した嚙合チェー ン式

進退作動装置の一部拡大図であ り、図 4 A は、本発明に係 る嚙合チェー ンの

分解斜視図であ り、図 4 B は、本発明に係 る嚙合チェー ンユニ ッ トの斜視図

であ り、図 5 は、本発明に係 る嚙合チェー ンユニ ッ トを構成する嚙合チェ一

ンの断面図であ り、図 6 A は、本発明に係 る嚙合チェー ンユニ ッ トのチェ一

ン剛直化部分の図であ り、図 6 B は、図 6 A に示す符号 6 B の箇所 を拡大 し

た断面図であ り、図 6 C は、図 6 B に示す符号 6 C の箇所 を示す図であ り、

図 7 は、チェー ン剛直化部分領域 に描かれた正方形の説明図であ り、図 8 は

、チェー ン剛直化部分領域の一変形例 に描かれた正方形の説明図であ り、図



9 は、 チ ェー ン剛直化部分領域 の他 の変形例 に描 かれた正方形 の説 明図であ

り、 図 1 0 は、 チ ェー ン剛直化部分領域 の他 の変形例 に描 かれた正方形 の説

明図であ る。

なお、 図 6 A 乃至 図 6 C 中 に示 した外歯 プ レー 卜等 の部材 の断面 を規 定す

る実線 とプ レー 卜投影領域 R 2 等 の領域 を規 定す る点線 や一点鎖線 との うち

相互 に重 な って一致 し且 つその まま重ねて図示 す る と線 同士の区別 をで きな

い線 図部分 は、説 明の便宜上、線 同士 を区別 す るため に相互 にず ら して図示

している。

[001 6] まず、 図 1 に示 す よ うに、本実施例 に係 る嚙合 チ ェー ンユニ ッ ト1 1 0 を

組み込 んだ嚙合 チ ェー ン式進退作動装置 1 0 0 は、作業 床面等 の設置面 に据

え置 き状態 で設置 されて、重量物 な どの被駆動物 （図示 しない） を搭載 す る

昇降テ一 プル な どの被駆動体 1 2 0 を設置面 G に対 して平行 に昇降 させ るも

のであ る。

[001 7] そ して、嚙合 チ ェー ン式進退作動装置 1 0 0 は、 図 1 お よび図 2 に示 す よ

うに、前述 した被駆動体 1 2 0 が平行 に昇降す る設置面 G に据 え付 けたべ 一

ス プ レー 卜1 3 0 と、 このべ 一ス プ レー 卜1 3 0 に対 して平行 に設置 された

回転軸 1 4 を中心 に正逆 回転 して後述 す る一対 の嚙合 チ ェー ン 1 1 1 、 1

の一方 を進退 自在 に駆動 す る駆動用 ス プロケ ッ 卜1 4 0 と、駆動用 ス プ

ロケ ッ ト1 4 0 を回転 させ る従動側 ス プロケ ッ 卜1 5 3 にモー タ側 ス プロケ

ッ 卜1 4 1 お よび動力伝達 チ ェー ン 1 5 を介 して動力 を伝達 す る駆動 モ一

タ 1 5 0 と、 一対 の嚙合 チ ェー ン 1 1 1 、 1 1 1 の偏 向位置 の股 間領域 に配

置 されて一対 の嚙合 チ ェー ン 1 1 1 、 1 1 1 を相互 に誘導 す るチ ェー ン誘導

プ レー 卜1 7 0 と、駆動用 ス プロケ ッ 卜1 4 0 によ り駆動 す る一方 の嚙合 チ

ェ一 ン 1 1 1 に他方 の嚙合 チ ェー ン 1 1 1 を位置決め嚙み合わせて従動 させ

るチ ェー ンガイ ド1 8 0 と、被駆動体 1 2 0 の最下降位置 の周辺域、 すなわ

ち、被駆動体 1 2 0 の投影傘 下の領域外 に離 間配置 されている とともに、相

互 に嚙み外れて分岐 した一対 の嚙合 チ ェー ン 1 1 1 、 1 1 1 の一方 を巻 き取

つて収納 す る巻 き取 り型 のチ ェー ン収納 ボ ックス 1 6 1 か らな るチ ェ一 ン収



納手段 1 6 0 とを基本的な装置構成として備え、ワークなどの被駆動物を搭

載 した被駆動体 1 2 0 を一対の嚙合チェーン 1 1 1 、 1 1 1 で直接的に支持

して昇降させるようになつている。

[001 8] 前述 した一対の嚙合チェーン 1 1 1 、 1 1 1 は、被駆動体 1 2 0 に対 して

左右 2 組配置され、所謂、 2 本突き状態になっている。

これにより、被駆動物が被駆動体 1 2 0 上に偏在 した状態で搭載されてい

る場合や被駆動体 1 2 0 の最上昇位置近傍において被駆動体 1 2 0 の幅方向

に生 じがちな横揺れの虞れがある場合であっても、被駆動体 1 2 0 の左右両

側にそれぞれ配置された一対の嚙合チェーン 1 1 1 、 1 1 1 が、搭載された

被駆動物を含めた全荷重を二分 してその負荷を分担軽減 した自立状態で昇降

するようになっている。

[001 9] また、図 2 および図 3 に示すように、駆動用スプロケット1 4 0 は、一対

の嚙合チェーン 1 1 1 、 1 1 1 を一体に嚙み合わせた剛直位置に設けられて

いるとともに一対の嚙合チェーン 1 1 1 、 1 1 1 の一方のプシュ 1 1 1 D に

係合 して一対の嚙合チェーン 1 1 1 、 1 1 1 を駆動する。

すなわち、駆動用スプロケッ卜1 4 0 および嚙合チェーンュニッ卜1 1 0

が、所謂、 ピニオンラック機構を呈することにより、チェーン分岐方向から

チェーン嚙合方向へ偏向駆動される偏向位置で嚙合チェーン 1 1 1 を駆動用

スプロケッ卜1 4 0 に巻き掛けた場合に駆動用スプロケッ卜1 4 0 と嚙合チ

ェ一ン 1 1 1 との間で生 じる周知のコ一ダルアクション （多角形運動）に起

因 した脈動 （上下動）が回避されるため、チェーン収納手段 1 6 0 に対する

嚙合チェーン 1 1 1 の出没動作を安定させることができる。

[0020] 次に、本実施例に係る嚙合チェ一ンュニッ卜1 1 0 の詳細な構成を図 4 A

および図 4 B に基づいて説明する。

図 4 A および図 4 B に示すように、本実施例に係る嚙合チェーンュニッ卜

0 は、相互に離間配置される左右一対のフック状内歯プレー ト1 1 1 A

に前後一対のプシュ 1 1 1 D を圧入嵌合 してなる内リンクユニット1 1 1 E

と該内リンクユニット1 1 1 E の外側に配置されるフック状外歯プレー ト1



B とをこのフック状外歯 プ レー ト 1 1 1 B の前後一対の ピン孔 に圧入嵌

合する前後一対の連結 ピン 1 1 1 c によ りチェ一 ン長手方向 Y に多数連結 し

た嚙合チェ一 ン 1 1 1 、 1 1 1 が相互 に対向 して一対配置 され、 これ ら一対

の嚙合チェー ン 1 1 1 、 1 1 1 が相互 に対向するフック状 内歯 プ レー ト 1 1

1 A 同士 と相互 に対向するフック状外歯 プ レー ト 1 1 1 B 同士 とをそれぞれ

嚙み合わせてチェー ン剛直化方向 D に一体化 した状態でチェー ン剛直化部

分 1 1 O G を形成するとともにフック状 内歯 プ レー 卜 1 1 1 A 同士 とフック

状外歯 プ レ一 卜 1 1 1 B 同士 とをそれぞれ嚙み外 して相互 に分岐することに

よ り、一対の嚙合チェー ン 1 1 1 、 1 1 1 の剛直化および分岐動作 を行 うよ

うにな っている。

次 に、前述 した本実施例 に係 る嚙合チェ一 ンュニ ッ 卜 1 1 0 が最 も特徴 と

する具体的な形態 について、図 4 A 乃至図 1 0 に基づいて詳 しく説明する。

本実施例 に係 る嚙合チェー ンユニ ッ ト 1 1 0 は、一対の嚙合チェー ン 1 1

1 、 1 1 1 が、チェー ン剛直化方向 D 1 に直交するとともに連結 ピン 1 1 1

C の ピン軸 を含む仮想平面 S にチェー ン剛直化部分 1 1 O G を投影 した際に

チェ一 ン剛直化部分 1 1 O G の連結 ピン投影領域 R 1 、 フック状 内歯 プ レ一

卜投影領域及び フック状外歯 プ レー 卜投影領域すなわち相隣接 したフック状

内歯 プ レー 卜及び フック状外歯 プ レー 卜で形成 されるプ レー 卜投影領域 R 2

か らなるチェー ン剛直化部分投影領域 R G に正方形 S Q を描 けるように形成

されている。 これによ り、 フック状 内歯 プ レー ト 1 1 1 A 及び フック状外歯

プ レー ト 1 1 1 B のそれぞれのプ レー 卜に平行な面内方向に沿 ってチェー ン

剛直化部分 1 1 O G の剛性 を確保する嚙合方向支持面 S 2 をフック状 内歯 プ

レ一 卜 1 1 1 A 及び フック状外歯 プ レー ト 1 1 1 B で構成するとともに左右

—対のフック状 内歯 プ レー ト 1 1 1 A ， 1 1 1 A の対向方向であるチェー ン

幅方向 X に沿 ってチェー ン剛直化部分 1 1 O G の剛性 を確保する幅方向支持

面 S を連結 ピン 1 1 1 C で構成する。 そのため、嚙合チェー ン 1 1 1 を単

列で構成 した状態でフック状 内歯 プ レー ト 1 1 1 A 及び フック状外歯 プ レー

卜 1 1 1 B のそれぞれのプ レー 卜に平行な面内方向及びチェー ン幅方向 X に



沿 って等方的にチェー ン剛直化部分 1 1 O G の剛性 を確保 して部品点数増加

等 に伴 うチェー ン製造 コス トの増大、チェー ン維持 コス トの増大、チェー ン

組立工程数の増加、チェ一 ン組み立て精度の低下、嚙合チェ一 ン駆動時のェ

ネルギ一損失の増大及び部品設置スペースの制限を回避するとともに嚙合チ

ェ一 ン 1 1 1 の捩れ、外歯 プ レー ト 1 1 1 B に対する連結 ピン 1 1 1 C の抜

け、 内歯 プ レー ト 1 1 1 A に対するプシュ 1 1 1 D の抜 け、及び外歯 プ レー

卜 1 1 1 B に対する連結 ピン 1 1 1 C の傾斜 を回避 し、 しかもチェー ン耐久

性の低下や外歯 プ レー ト 1 1 1 B 及び内歯 プ レー ト 1 1 1 A のガタツキを回

避するようにな っている。

なお、図 6 A 乃至図 1 0 に示すように、チェー ン剛直化部分投影領域 R G

は、チェー ン幅方向 X に沿 って相互 に対向する内歯 プ レー ト 1 1 1 A 同士間

の内幅W 1 と、チェー ン幅方向 X に沿 って相互 に対向する外歯 プ レー ト 1 1

B 同士間の外幅W 2 と、連結 ピン 1 1 1 〇の ピン径 0 と、 内歯 プ レー ト 1

A 及び外歯 プ レー ト 1 1 1 B のそれぞれのプ レー ト面 に沿 って相互 に対

向する一対の連結 ピン 1 1 1 〇、 1 1 1 C の ピン間距離 L とに基づいて規定

されるため、正方形 S Q は、 内歯 プ レー ト 1 1 1 A 同士間の内幅W 1 と外歯

プ レー ト 1 1 1 B 同士間の外幅W 2 と連結 ピン 1 1 1 C の ピン径 とピン間

距離 L とに応 じてそのサイズを適宜変更されることになる。

そ して、本実施例 に係 る嚙合チェー ンユニ ッ ト 1 1 0 は、 フック状 内歯 プ

レ一 卜 1 1 1 A 、 フック状外歯 プ レー ト 1 1 1 B 及び連結 ピン 1 1 1 C の少

な くとも一つが、一対の嚙合チェー ン 1 1 1 、 1 1 1 を相互 に嚙み合わせて

チェー ン剛直化部分 1 1 O G を形成する際に一対の嚙合チェー ン 1 1 1 、 1

1 を構成する部品間の遊びを無 くした状態 に弾性変形する。 これによ り、

—対の嚙合チェー ン 1 1 1 、 1 1 1 の嚙み合い動作時にフック状 内歯 プ レー

卜 1 1 1 A 、 フック状外歯 プ レー ト 1 1 1 B 及び連結 ピン 1 1 1 C の少な く

とも一つの弾性変形 に伴 つて生 じる付勢力を作用させた状態でフック状 内歯

プ レー ト 1 1 1 A 同士及び フック状外歯 プ レー ト 1 1 1 B 同士を嚙み合せて

—対の嚙合チェー ン 1 1 1 、 1 1 1 を一体 に剛直化 させてチェー ン剛直化部



分 1 1 O G を形成する。 そのため、嚙合チェー ン 1 1 1 を単列で構成 した状

態でチェー ン剛直化部分 1 1 0 G の剛性 を高めて部品点数増加等 に伴 うチェ

— ン製造 コス トの増大、チェー ン維持 コス トの増大、チェー ン組立工程数の

増加、チェー ン組み立て精度の低下、嚙合チェー ン駆動時のエネルギー損失

の増大及び部品設置スペースの制限を回避するとともに嚙合チェー ン 1 1 1

の捩れ、外歯 プ レー ト 1 1 1 B に対する連結 ピン 1 1 1 C の抜 け、 内歯 プ レ

— 卜 1 1 1 A に対するプシュ 1 1 1 D の抜 け、及び外歯 プ レー 卜 1 1 1 B に

対する連結 ピン 1 1 1 C の傾斜 を回避 し、 しかもチェー ン耐久性の低下や外

歯 プ レー ト 1 1 1 B 及び内歯 プ レー ト 1 1 1 A のガタツキをよ り一層回避す

るようにな っている。

このように して得 られた本発明の嚙合チェー ンユニ ッ ト 1 1 0 では、一対

の嚙合チェー ン 1 1 1 、 1 1 1 が、チェー ン剛直化方向 D 1 に直交するとと

もに連結 ピン 1 1 1 C の ピン軸 を含む仮想平面 S にチェ一 ン剛直化部分 1 1

0 G を投影 した際にチェ一 ン剛直化部分 1 1 0 G の連結 ピン投影領域 R 1 、

フック状 内歯 プ レ一 卜投影領域 R 2 及び フック状外歯 プ レ一 卜投影領域 R 3

か らなるチェー ン剛直化部分投影領域 R G に正方形 S Q を描 けるように形成

されていることによ り、嚙合チェー ン 1 1 1 を単列で構成 した状態でフック

状 内歯 プ レー ト 1 1 1 A 及び フック状外歯 プ レー ト 1 1 1 B のそれぞれのプ

レ一 卜に平行な面内方向及びチェ一ン幅方向 X に沿 つて等方的にチェ一 ン剛

直化部分 1 1 O G の剛性 を確保 して部品点数増加等 に伴 うチェー ン製造 コス

卜の増大、チェー ン維持 コス トの増大、チェー ン組立工程数の増加、チェ一

ン組み立て精度の低下、嚙合チェ一 ン駆動時のエネルギー損失の増大及び部

品設置スペースの制限を回避するとともに嚙合チェー ン 1 1 1 の捩れ、外歯

プ レー 卜 1 1 1 B に対する連結 ピン 1 1 1 C の抜 け、 内歯 プ レー 卜 1 1 1 A

に対するプシュ 1 1 1 D の抜 け、及び外歯 プ レー ト 1 1 1 B に対する連結 ピ

ン 1 1 1 C の傾斜 を回避 し、 しかもチェー ン耐久性の低下や外歯 プ レー ト 1

B 及び内歯 プ レー ト 1 1 1 A のガタツキを回避することがで きるな ど、

その効果は甚大である。



符号の説明

0 0 嚙合チ エ ー ン式進退作動装置

0 嚙合チェー ンュニ ッ 卜

1 嚙合チェー ン

A フック状内歯 プ レー ト

B フック状外歯 プ レ一 卜

C 連結 ピン

D プシ ュ

内 リンクュニ ッ 卜

2 0 被駆動体

3 0 ベ一スプ レー 卜

4 0 駆動用スプロケ ッ 卜

4 駆動軸

5 0 駆動モータ

5 動力伝達チェー ン

5 2 従動側 スプロケ ッ 卜

6 0 チ ェ一 ン収納手段

6 チ ェー ン収納ボ ックス

7 0 チ ェー ン誘導 プ レー 卜

8 0 チ ェー ンガイ ド

D チェー ン剛直化方向

G

し 連結 ピンの ピン間距離

W 内歯 プ レー 卜の内幅

W 2 外歯 プ レー 卜の外幅

S 仮想平面

S 幅方向支持面

S 2 嚙合方向支持面



R G チ ェー ン剛直化部分投影領域

R 1 チ ェ一 ン剛直化部分の連結 ピン投影領域

R 2 チ ェー ン剛直化部分の うち相隣接 したフック状 内歯 プ レー

卜及び フック状外歯 プ レ一 卜によ り形成 されるプ レ一 卜投影領域

S Q チェー ン剛直化部分投影領域 に描画可能な正方形

X チェー ン幅方向

Y チェー ン長手方向

Φ 連結 ピンの ピン径



請求の範囲

[ 請求項 1] 相互 に離間配置 される左右一対のフック状 内歯 プ レー 卜に前後一対

のプシュを圧入嵌合 してなる内 リンクュニ ッ 卜と該内 リンクュニ ッ 卜

の外側 に配置 されるフック状外歯 プ レ一 卜とを該 フック状外歯 プ レ一

卜の前後一対の ピン孔 に圧入嵌合する前後一対の連結 ピンによ りチェ

— ン長手方向に多数連結 した嚙合チェー ンが相互 に対向 して一対配置

され、該一対の嚙合チェー ンが相互 に対向するフック状 内歯 プ レー 卜

同士 と相互 に対向するフック状外歯 プ レー 卜同士 とをそれぞれ嚙み合

わせてチェー ン剛直化方向に一体化 した状態でチェー ン剛直化部分 を

形成するとともにフック状 内歯 プ レー 卜同士 とフック状外歯 プ レー 卜

同士 とをそれぞれ嚙み外 して相互 に分岐する嚙合チェー ンュニ ッ 卜で

あ って、

前記一対の嚙合チ エ ー ンが、前記チェ一 ン剛直化方向に直交すると

ともに前記連結 ピンの ピン軸 を含む仮想平面 に前記チェ一 ン剛直化部

分 を投影 した際に前記チェー ン剛直化部分の連結 ピン投影領域、 フッ

ク状 内歯 プ レー 卜投影領域及び フック状外歯 プ レー 卜投影領域か らな

るチェー ン剛直化部分投影領域 に正方形 を描 けるように形成 されてい

ることを特徴 とする嚙合チェー ンュニ ッ 卜。

[ 請求項 2 ] 前記 フック状 内歯 プ レー 卜、前記 フック状外歯 プ レー 卜及び前記連

結 ピンの少な くとも一つが、前記一対の嚙合チェー ンを相互 に嚙み合

わせてチェー ン剛直化部分 を形成する際に前記一対の嚙合チェー ンを

構成する部品間の遊びを無 くした状態 に弾性変形することを特徴 とす

る請求項 1 に記載の嚙合チェー ンュニ ッ 卜。
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